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１．研究の背景









ある（旧）WAM NET の「介護事業者情報」1 に
よれば、2002 年 10 月末までに全国で登録され
た訪問介護事業所（以下、事業所）17,319 件の
うち、休止は 2.1%（371 件）だったのが、2004
年 10 月には、登録 24,647 件に対して 2.5%（608 
件） に上昇した。また、廃止も 1.2%（211 件）
から 2.1%（511 件）へと上昇がみられた。
　愛知県では、どのような業者が休廃止に直面し
たのか？表１は、2004 年 10 月 7 日時点で愛知














































































































































所が A と B の 2 件のみ存在する状態を考える。





（サービス i）を利用していた者が Ni 人とすると、
N ＝ NA ＋ NB となる。
　各利用者は、事業所 A、B のいずれかから毎期
1 単位のサービスを受け、ri の便益を享受する。
また、サービス i 利用者が次の時点でサービス j （j
＝ A,B, i ≠ j）に変更する場合は、スイッチング







⎰   ri － pi サービス i を変更しない場合
　　⎱rj －（pj ＋ s）サービス j に変更する場合
　各利用者は、より高い効用を得られるサービス
を選択する。たとえば、サービス A 利用者が、






⎧0　  pA ＞ pB ＋（s ＋Δ r）
　　⎨NA　pB － s ＋Δ r ≤ pA ≤ pB ＋（s ＋Δ r）
　　⎩N　 pA ＜ pB － s ＋Δ r 
nB ＝
⎧0　  pB ＞ pA ＋ s －Δ r
　　⎨NB　pA －（s ＋Δ r） ≤ pB ≤ pA ＋ s －Δ r
　　⎩N　 pB ＜ pA －（s ＋Δ r）
なお、Δ r ＝ rA － rB とする。Δ r ＞ 0 のとき、












業所 j の均衡価格 pUj と均衡利用者数 nUj を所与と
して、次の制約のもとで価格を設定することにな
る（単純化のため、限界費用をゼロとする）。
　事業所 A: πB ＝ pUB nUB ≥（pA － s －Δ r）N　（1）












N［（NA ＋ 2NB ）s ＋ NA Δ r］, nUA ＝ NA
　　　　  　N 2A ＋ NA NB ＋ N 2B 
事業所 B::
　pUB ＝
N［（2NA ＋ NB ）s － NB Δ r］, nUB ＝ NB
　　　　  　N 2A ＋ NA NB ＋ N 2B 
　この 2 式を解けば s とΔ r の計測式を求めるこ
とができるが、計算がやや煩雑となる。そこで、
式（1）・（2）を用いて以下の式を求める。
sA ≡ s ＋Δ r ＝ pA －
  NB  pB　  （3）　　      N  
sB ≡ s －Δ r ＝ pB －
  NA  pA　  （4）　　      N  
　Shy の方法では sA と sB を導けるが、本稿では
これらを s とΔ r に分割することもできる。式（3）
と式（4）から、s とΔ r は次の各式となる。






































　確認すると、sA は 27,392 円、sB は 17,831 円
で sB のほうが低く、後発事業所が不利な状況に
あると示唆される。なお、s は 22,272 円、Δ r
は 5,121 円である。s は事業所の変更パターンに
依存しない部分で高額だが、標準偏差はΔ r に比
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